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平成２３年度 主要な政策に係る評価書 

 

分野 国民生活と安心・安全 政策の予算額・執行額（百万円） 
評価実施 

（予定）時期 
平成 23 年９月 

政策名 政策 18：恩給行政の推進  22 年度 23 年度 

担当部局 
人事・恩給局恩給企画課、恩給審査課、恩給

業務課 
基本目標 

受給者の高齢化が進んでいることを踏まえ、22 年度から本格稼働する業務・システム最適化の成

果をも生かしつつ、より一層の受給者等に対するサービスの向上を図る。 
予算額 678 百万円 612 百万円 

政策の概要 
恩給請求の適切・迅速な処理、恩給相談対応の充実等を通じ、高齢化した受給者等に対するサービ

スの向上を図る。 
執行額 675 百万円  作成責任者名 

人事・恩給局恩給企画課長 

 渡邉 清 

施策目標 
施策目標の 

達成度を測る指標 

 指標の設定に 

ついての考え方 

（施策目標との因果関係） 

指標の状況 

実施状況及び施策目標の達成状況 目標(値) 

【目標年度】 
21 年度現在 22 年度実績 

恩給請求につい

て、未処理案件比

率の低下に努める

ことを通じ、受給

者等に対するサー

ビスの向上を図

る。 

1 

年度末における請求未処理案件

比率（年度末における残件数／月

間平均処理件数） 

0.5 か月分未満 

【22 年度】 

請求未処理案件比率の低下に努めることにより、

迅速な請求処理を担保できると考えられるため、

サービス向上を図るための指標として設定。 

なお、指標の設定に当たっては、「恩給業務の業

務・システム最適化計画」の実施による効果等も

勘案した。 

0.55 月分（20 年度）

0.47 月分（21 年度）

0.45 月分（22 年度） 適正な要員の配置、業務・システム最適化による恩給申請処

理の迅速化を図ったこと等により、年度末における請求未処

理案件比率は、0.45 月分となり、昨年度に引き続き目標を達

成した。 

相談対応の充実に

よる恩給相談電話

混雑率の低下、相

談者の満足度の向

上に努めることを

通じ、受給者等に

対するサービスの

向上を図る。 

２ 

恩給相談電話混雑率 

 

20％以下 

【22 年度】 

相談対応を充実し、恩給相談電話の混雑率の緩和

に努めることにより、相談者の待ち時間を減らす

ことができると考えられるため、サービス向上を

図るための指標として設定。 

21.6％（20 年度） 

23.1％（21 年度） 

10.7％（22 年度） 電話相談が集中する時間帯における恩給相談担当職員（再任

用短時間勤務職員）の重点配置、全受給者あての通知文の分

散発送等の工夫により、恩給電話相談混雑率は、10.7％（前

年度比 12.4％ポイント低下）となり、目標を達成した。 

３ 

恩給相談者（来訪者）の満足度・

納得度 

96.1％以上 

【22 年度】 

恩給相談のために来庁した方の満足度・納得度は、

的確な相談対応に努めることで向上させることが

できると考えられるため、サービス向上を図るた

めの指標として設定。 

95.0％（22 年度） 

96.1％（21 年度） 

98.8％（22 年度） 恩給相談者に対する的確な相談対応に努めることにより、恩

給相談者の満足度・納得度は、98.8％（前年度比 2.7 ポイン

ト上昇）となり、目標を達成した。 

４ 

不服申立てに対する訴訟件数比

率 

５件以下又は 10％

以下 

【22 年度】 

不服申立てに対する訴訟件数比率は、不服申立て

の決定に当たり、慎重に審査を行うとともに、的

確な通知に努めることで抑制できる余地がありう

ると考えられるため、サービス向上を図るための

指標として設定。 

７件、7.9％（20 年度）

９件、11.5％（21 年

度） 

８件、14.0％（22

年度） 

不服申立ての決定に当たり、当局としては慎重に審査を行う

とともに、的確な通知に努めたが、不服申立て件数の減少も

あり、訴訟件数は８件（前年度比１件減少）、訴訟件数の比率

は 14.0％（前年度比 2.5 ポイント上昇）となり、いずれも目

標を達成することはできなかった。 
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達成手段 
22 年度 

予算額 

23 年度 

予算額 

関連する 

指標 
達成手段の概要及び施策目標との関連性 

1 恩給支給事業 678 百万円 612 百万円 １～４ 恩給請求の適切・迅速な処理、恩給相談対応の充実等を行っており、恩給受給者等に対するサービスの向上に寄与している。

政策全体の 

総括的な評価 

恩給受給者等に対するサービスの向上に関する４つの指標のうち、３つの指標について目標を達成できており、全体として目標達成に向けた着実な取組がなされている。今後も引き続き、恩給受給者等に対するサー

ビスの一層の向上に努める必要がある。 

関係する施政方針演

説等内閣の重要政策

（主なもの） 

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋） 

― ― ― 

学識経験を有する者

の知見の活用 
平成 23 年９月、明治大学経営学部菊地端夫准教授に御意見を伺ったが、特段の御意見はなかった。 

政策評価を行う過程

において使用した資

料その他情報 

恩給統計（平成 22 年３月末現在）（http://www.soumu.go.jp/main_content/000093118.pdf） 


